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特に医療機関においては、安全・安心な分娩の確保と効率的な病院内運用を図るため、妊産婦健診や相談及び

院内における正常分娩の取扱い等について、病院内で医師・助産師が連携する仕組みの導入も含め、個々の医療

機関の事情に応じ、助産師がその専門性を発揮しやすい環境を整えることは、こうした業務分担の導入に際し有

効なものである。医師と助産師の間で連携する際には、十分な情報の共有と相互理解を構築するとともに、業務

に際しては母子の安全の確保に細心の注意を払う必要があることは当然の前提である。 
（３）医師と看護師等の医療関係職との役割分担 

医師と看護師等の医療関係職との間の役割分担についても、以下のような役割分担を進めることで、医師が医

師でなければ対応できない業務により集中することが可能となる。また、医師の事前指示やクリティカルパスの

活用は、医師の負担を軽減することが可能となる。 
その際には、医療安全の確保の観点から、個々の医療機関等毎の状況に応じ、個別の看護師等の医療関係職の

能力を踏まえた適切な業務分担を行うことはもとより、適宜医療機関内外での研修等の機会を通じ、看護師等が

能力の研鑽に励むことが望ましい。 
１）薬剤の投与量の調節 

患者に起こりうる病態の変化に応じた医師の事前の指示に基づき、患者の病態の変化に応じた適切な看護を行

うことが可能な場合がある。例えば、在宅等で看護にあたる看護職員が行う、処方された薬剤の定期的、常態的

な投与及び管理について、患者の病態を観察した上で、事前の指示に基づきその範囲内で投与量を調整すること

は、医師の指示の下で行う看護に含まれるものである。 
２）静脈注射 

医師又は歯科医師の指示の下に行う看護職員が行う静脈注射及び、留置針によるルート確保については、診療

の補助の範疇に属するものとして取り扱うことが可能であることを踏まえ、看護職員の積極的な活用を図り、医

師を専門性の高い業務に集中させ、患者中心の効率的な運用に努められたい。 
なお、薬剤の血管注入による身体への影響は大きいことから、「看護師等による静脈注射の実施について」(平

成14年9月30日医政発第0930002号)において示しているとおり、医師又は歯科医師の指示に基づいて、看護職員

が静脈注射を安全にできるよう、各医療機関においては、看護職員を対象とした研修を実施するとともに、静脈

注射の実施等に関して、施設内基準や看護手順の作成・見直しを行い、また、個々の看護職員の能力を踏まえた

適切な業務分担を行うことが重要である。 
３）救急医療等における診療の優先順位の決定 

夜間・休日救急において、医師の過重労働が指摘されている現状を鑑み、より効率的運用が行われ、患者への

迅速な対応を確保するため、休日や夜間に診療を求めて救急に来院した場合、事前に、院内において具体的な対

応方針を整備していれば、専門的な知識および技術をもつ看護職員が、診療の優先順位の判断を行うことで、よ

り適切な医療の提供や、医師の負担を軽減した効率的な診療を行うことが可能となる。 
４）入院中の療養生活に関する対応 

入院中の患者について、例えば病棟内歩行可能等の活動に関する安静度、食事の変更、入浴や清拭といった清

潔保持方法等の療養生活全般について、現在行われている治療との関係に配慮し、看護職員が医師の治療方針や

患者の状態を踏まえて積極的に対応することで、効率的な病棟運営や患者サービスの質の向上、医師の負担の軽

減に資することが可能となる。 
５）患者・家族への説明 

医師の治療方針の決定や病状の説明等の前後に、看護師等の医療関係職が、患者との診察前の事前の面談によ

る情報収集や補足的な説明を行うとともに、患者、家族等の要望を傾聴し、医師と患者、家族等が十分な意思疎

通をとれるよう調整を行うことで、医師、看護師等の医療関係職と患者、家族等との信頼関係を深めることが可

能となるとともに、医師の負担の軽減が可能となる。 
また、高血圧性疾患、糖尿病、脳血管疾患、うつ病(気分障害)のような慢性疾患患者においては、看護職員に

よる療養生活の説明が必要な場合が想定される。このような場合に、医師の治療方針に基づき看護職員が療養生

活の説明を行うことは可能であり、これにより医師の負担を軽減し、効率的な外来運営が行えるとともに、患者

のニーズに合わせた療養生活の援助に寄与できるものと考える。 
６）採血、検査についての説明 

採血、検査説明については、保健師助産師看護師法及び臨床検査技師等に関する法律(昭和33年法律第76
号)に基づき、医師等の指示の下に看護職員及び臨床検査技師が行うことができることとされているが、医

師や看護職員のみで行っている実態があると指摘されている。 
医師と看護職員及び臨床検査技師との適切な業務分担を導入することで、医師等の負担を軽減すること

が可能となる。 
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